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公共事業のコスト縮減 

厳しい財政事情の下、限られた財源を有効に

活用し、効率的な社会資本整備を進めていくた

め、「公共事業コスト構造改革プログラム２００９」

（平成２１年３月策定）に基づき、公共事業の

コスト縮減に取り組んでいます。 

 

 

技術活用検討委員会・設計ＶＥ 

社会資本の整備に当たっては、コスト縮減、

安全安心の確保、環境保全対策等の建設分野を

取り巻く諸課題に対応していく必要があること

から、民間等で開発された有用な技術等を選定

するとともに、重要構造物の工種・工法の選択

決定、計画条件や設計書の審査の充実を図るた

め、技術活用検討委員会を設置しています。 

また、建設工事の品質確保を図りつつ建設費

をより一層低減するため、設計段階にＶＥ（バ

リューエンジニアリング）を実施しています。 

 

 

建設工事の安全対策 

県が発注する建設工事の安全対策を推進す

るため、各部局庁に「建設工事安全対策委員会」

を設置し、設計時の安全審査、施工条件の検討、

工事施工中の安全点検等、建設工事における安

全確保に関する施策を実施しています。 

 

 

総合評価方式の推進 

県民の福祉の向上及び経済の健全な発展に

寄与する優良な社会資本の整備を推進するため

に価格と品質が総合的に優れた調達として総合

評価方式を拡充します。また、市町村に対し総

合評価方式の普及・促進を図るため、講習会等

を実施しています。 

 

 

建設副産物対策 

建設工事の施工に伴って、建設発生土やアス

ファルト・コンクリート塊などの建設副産物が

発生します。 

循環型社会の構築のため、「千葉県建設リサ

イクル推進計画２００９」に基づき、建設副産

物対策を進めています。 

（具体的な取り組み） 

① 建設廃棄物の発生抑制 

② 建設リサイクル法に基づく分別解体の徹底 

③ 建設廃棄物の再資源化・縮減 

④ 建設廃棄物の適正処理 

⑤ 再使用・再生資材の利用促進 

⑥ 公共工事土量調査及び建設副産物実態調査

の実施 

 

建設リサイクル法の推進 

「建設工事に係る資材の再資源化等に関す

る法律」（建設リサイクル法）により、平成１３

年５月から解体工事業者の登録が義務付けられ

ました。さらに、平成１４年５月からは、特定

建設資材（コンクリート、コンクリート及び鉄

から成る建設資材、木材、アスファルト・コン

クリート）を用いた建築物や工作物の解体工事

などで一定規模以上のものに、事前届出や分別

解体と再資源化が義務付けられています。 

県では、建設リサイクル法に基づくパトロー

ルを実施し、法の実効性の確保に努めています。 

 

第 1４ 技術管理 

解体工事現場へのパトロール 
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積算基準等の策定 

公共工事の設計に必要な積算基準や適正に現

場を管理するための共通仕様書・施工管理基準

については、国土交通省の基準等を参考に策定

しています。 

また、工事費を適正に算出するため、その設

計単価は市場の取引価格調査を適宜行い、決定

しています。 

なお、これらの積算基準や単価等については、

技術管理課・関係出先機関・文書館で公表して

います。 

 

電子納品の推進 

 電子納品とは、調査、設計、工事などの各業

務段階の最終成果を電子データで納品すること

をいいます。県土整備部では平成１５年度から

委託業務を、平成１６年度から工事において電

子納品の試行を始め、平成１９年度から全面的

に実施しています。 

 

職員を対象とした CAD 研修 

 

新技術の活用 

効率的な公共事業の執行を図るため、「コス

ト縮減」「工期短縮」「環境への負荷の低減」等

が求められており、県では民間が開発した新技

術の活用に向けて、技術発表会等を通じて、情

報の提供を行っています。 

 

土木技術職員研修 

建設行政は、国際化、高度情報化、高齢化、

環境問題などの社会情勢の変化と、住民の多様

化するニーズに的確に対応することが求められ

ています。 

このような情勢の中で、土木技術職員が職務

に必要な知識や技術力の向上を図るため、各種

の研修等を実施しています。 

土木技術職員研修 

 

建設工事等検査 

工事目的物の出来形や品質を確認するため、

千葉県建設工事検査要綱等に基づいて、建設工

事及び委託設計業務の検査を行っています。 

また、検査時の指導等を通じて技術水準の向

上に努めています。 

 

橋梁工事の検査 


